
貸 　 借　  対　  照 　 表
（2025年3月31日現在）

（単位：千円）

科　　　　　目 科　　　　　目 金　　　額

【資産の部】 【負債の部】

1,311,730 475,882

11,117 93,670

158 6,115

315,644 249,655

13,672 25,882

14,928 82,357

35,586 2,199

276 12,496

38,574 693

876,884 2,811

4,887 156,463

520,020 16,564

335,828 131,392

168,827 8,507

11,034 632,346

8,103

7,136

118,118 1,199,405

22,609 100,000

10,341 636,711

827 636,711

9,514 462,694

173,850 462,694

131,945 304,000

20 158,694

41,884 1,199,405

1,831,751 1,831,751

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

リ ー ス 資 産

資 産 合 計

長 期 前 払 費 用

施 設 利 用 権

繰 越 利 益 剰 余 金

負 債 純 資 産 合 計

固 定 資 産

負 債 合 計

資 産 除 去 債 務

投 資 そ の 他 の 資 産

株 主 資 本

利 益 剰 余 金ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他 利 益 剰 余 金

純 資 産 合 計

前 払 費 用

未 払 費 用

【純資産の部】

リ ー ス 債 務

そ の 他

資 本 金

製 品

有 形 固 定 資 産

構 築 物

差 入 保 証 金

未 収 入 金

機 械 及 び 装 置

建 物

繰 延 税 金 資 産 別 途 積 立 金

資 本 剰 余 金無 形 固 定 資 産

そ の 他 資 本 剰 余 金

工具、器具及び備品

預 け 金

前 受 金

土 地

退 職 給 付 引 当 金

受 取 手 形

未 払 法 人 税 等

固 定 負 債

預 り 金

売 掛 金 未 払 金

リ ー ス 債 務

仕 掛 品

流 動 負 債

未 払 消 費 税 等

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

貯 蔵 品

未 払 賞 与

買 掛 金

代表取締役社長　　駒場　学

ロジスティード東日本流通サービス株式会社

茨城県日立市城南町1丁目5番1号

2025年6月16日
第 5 期 決 算 公 告

金　　　額



（単位：千円）

科　　目 金　　　　　　額

2,729,862

2,269,667

460,194

419,274

40,919

627

1,727 2,355

167

40 207

43,067

22,510

1,610 24,120

18,947

 △ 5,625

17,182 11,557

7,390

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

固 定 資 産 除 却 損

そ の 他

至 2025年 3月 31日

支 払 利 息

営 業 利 益

雑 収 入

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

売 上 総 利 益

営 業 外 収 益

税 引 前 当 期 純 利 益

経 常 利 益

特 別 損 失

売 上 高

損 　益 　計 　算　 書
自 2024年 4月  1日

受 取 利 息

営 業 外 費 用

そ の 他



                     　個　別　注　記　表

計算書類は「会社計算規則」(平成18年2月7日 法務省令第13号)に基づいて作成しております。

    (重要な会計方針に係る事項に関する注記)

１．資産の評価基準及び評価方法

(１)有価証券の評価基準及び評価方法

　満期保有目的の債券　　　　  　　　　 　　 償却原価法

　子会社株式及び関連会社株式　　　  　　　　 　　 移動平均法に基づく原価法

　その他有価証券　  

  　市場価格のない株式等以外のもの　  　　  期末決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

  　市場価格のない株式等　  移動平均法に基づく原価法

(２)棚卸資産 移動平均法に基づく原価法(貸借対照表価額は、収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております)

２．固定資産の減価償却の方法

(１)有形固定資産（リース資産を除く） 定額法

  　     　       　　   　　   自　平成２１年４月  １日(２)無形固定資産（リース資産を除く） 定額法

(３)リース資産

  所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の

方法を採用しております。

  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

を採用しております。

３．引当金の計上基準

(１)貸倒引当金

　期末債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上することとしております。

(２)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間(07～24年)による定額法に

より、翌事業年度から費用処理しております。



４．収益認識の基準

　当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日改正）及び「収益認識に関する会計

規準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年3月26日改正)を適用しており、以下の5ステップアプローチ

に基づき、収益を認識しております。

　ステップ１：顧客との契約を識別する。

　ステップ２：契約における履行義務を識別する。

　ステップ３：取引価格を算定する。

　ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。

　ステップ５：履行義務を充足した時点で(又は充足するにつれて)収益を認識する。

　当社は、顧客の要望に合わせて梱包業務や流通サービスを提供しており、顧客との契約に当たっては、契約が備える

べき特性の存在及び経済的実質が契約へ反映されている事を認識するとともに、当該契約の下で顧客へ移転することを

約定した財又はサービスの識別を行い、個別に会計処理される履行義務を識別しています。

　取引価格の算定においては、顧客へ約束した財又はサービスの移転と交換に企業が権利を得ると見込んでいる対価の

金額で測定しております。なお、顧客との契約には重要な金融要素は含まれておりません。

　当社では取引価格を各履行義務へ配分する必要のある契約を有しておりませんが、将来、配分の必要性のある契約が

締結された場合には、各履行義務を構成する財又はサービスを独立販売価格の比率で配分し収益の認識を行います。

　　収益の認識は、履行義務が要件を満たす場合に限り、その基礎となる財又はサービスの支配を一時点又は一定期間に

わたり認識しております。

(株主資本等変動計算書に関する注記)

(収益認識に関する注記)

　当社は主として梱包事業、木材加工事業を行っております。

　梱包事業においては、工場構内にて製品梱包業務を行っています。木材加工事業においては、木製品加工販売を

行っています。双方の契約において、製品等の引き渡し等により履行義務が一時点で充足されると定められている

場合には、作業の完了及び保管物などの引き渡した時点で収益を認識しています。契約において、一定期間にわたる

サービスの提供が定められている場合には、その経過期間を考慮して収益を認識しています。支払条件は主として

1年以内の一般的な条件であり、延払等の支払条件となっている取引で重要なものはありません。

　なお、会社計算規則第115条の2第1項に従い、「収益の分解情報」及び「当期及び翌期以降の収益の金額を理解

するための情報」の記載は省略しています。

　　1.発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
　　　当事業年度期首
　　　株式数（株）

　　　当事業年度増加
　　　株式数（株）

　　　当事業年度減少
　　　株式数（株）

　　　当事業年度末
　　　株式数（株）

普通株式 1,000 － － 1,000
　　2.配当に関する事項

・配当金支払額

千円 円

決　議 株式の種類 配当金の総額 １株当たりの配当額 基 準 日 効力発生日

2024 年 6 月 14 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 92,000 92,000.00

2024年
3月31日

2024年
6月15日


